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こ
の
度
、
最
新
鋭
の
装
備
を
備
え
た
Ｐ

Ｍ
57
「
巡
視
船
そ
ら
ち
」
が
紋
別
海
上
保

安
部
の
所
属
船
と
し
て
新
た
に
配
備
さ
れ

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

「
巡
視
船
そ
ら
ち
」
は
、
10
月
8
日
㈪

11
時
頃
、
紋
別
港
第
2
埠
頭
東
岸
壁
前
面

に
到
着
予
定
で
、
同
岸
壁
に
着
岸
後
、
初

入
港
を
記
念
し
て
入
港
式
を
行
い
ま
す
。

入
港
の
様
子
、
式
典
は
ど
な
た
で
も
見

学
可
能
と
な
っ
て
い
ま
す
。

な
お
、
一
般
公
開
は
当
日
は
行
わ
ず
、

「
巡
視
船
そ
ら
ち
」
入
港
式
の
開
催

   Information

「健全化判断比率」と
「資金不足比率」の公表

平成 19 年６月に「地方公共団体の財政の健全化
に関する法律」が公布されました。

この法律は、地方公共団体の決算状況を財政健全
化の指標 ( 健全化判断比率・資金不足比率 ) で表し
て公開するもので、雄武町の財政健全化の指標を平
成 29 年度決算状況に基づき下記のとおり算定しま
したのでお知らせします。

なお、資金不足比率については、簡易水道事業、
公共下水道事業、国民健康保険病院事業のいずれの
会計においても資金不足がないため、それぞれの比
率は生じません。

国が示す早期健全化基準を下回り、町の財政状況
は「健全」であると判断できますが、町の財政が厳
しい状況であることに変わりはなく、今後も財政健
全化維持に努めます。

◉平成 29年度 健全化判断比率

比率の種類 雄武町の
比率

早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 －（－） 15％ 20％

連結実質赤字比率 －（－） 20％ 30％

実質公債費比率 6.4（6.0） 25％ 35％

将来負担比率 －（－） 350％

住

宅

入
居
募
集

入
居
資
格

《
共
通
事
項
》

	・�

雄
武
町
内
に
住
所
を
有
す
る
人
ま
た
は

有
す
る
こ
と
に
な
る
人
。

	・
町
税
な
ど
に
滞
納
が
な
い
こ
と
。

◉
町
営
住
宅
（
団
地
）

	・�

所
得
が
政
令
月
収
で
一
般
世
帯
は
15
万
8
千

円
、
裁
量
世
帯
は
25
万
9
千
円
を
超
え

な
い
こ
と
。

※�

政
令
月
収
と
は
、
給
与
所
得
者
は
１
年

間
の
給
与
所
得
控
除
後
の
金
額
に
、
自

営
業
者
は
１
年
間
の
事
業
所
得
か
ら

必
要
経
費
を
控
除
し
た
金
額
に
、
扶
養

控
除
等
を
差
し
引
い
た
額
を
12
で
除

し
た
も
の
で
す
。

※�

裁
量
世
帯
と
は
、
高
齢
者
世
帯
（
60

歳
以
上
）、
高
齢
者
と
18
歳
未
満
の
世

団地名 間取り 建築年度 戸数 家 賃 単身

新規
旭日 3LDK 平成 10 年 1 23,600 円 ～ 54,300 円 不可

末広一区 3DK 昭和 51 年 1 8,400 円 ～ 15,000 円 可

継続

沢木 2LDK 平成 23 年 1 18,800 円 ～ 43,100 円 可

旭日 3LDK 平成 10 年 1 23,600 円 ～ 54,300 円 不可

新日の出 2LDK 平成 26 年 1 22,000 円 ～ 50,500 円 不可

潮見 3LDK 昭和 62 年 1 17,400 円 ～ 40,000 円 不可

魚田 3DK 昭和 52・53 年 2 9,100 円 ～ 17,700 円 可

幌内 3LDK 昭和 51 年 2 7,800 円 ～ 14,400 円 可

◉町営住宅

潮見団地幌内団地

魚田団地 新日の出団地

沢木団地

帯
、
障
が
い
者
（
障
が
い
の
程
度
に
よ

る
）
が
い
る
世
帯
、
乳
幼
児
が
い
る
世

帯
、
婚
姻
後
2
年
以
内
で
夫
婦
と
も
に

35
歳
未
満
の
世
帯
（
小
学
生
以
下
の
児

童
が
い
る
場
合
も
可
）
な
ど
で
す
。

申
込
方
法

	・�

役
場
備
え
付
け
の
申
込
用
紙
に
入
居
す

る
人
の
住
民
票
を
添
え
て
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

	・�

30
年
１
月
１
日
に
他
市
町
村
に
お
い
て
住

民
登
録
さ
れ
て
い
た
人
は
当
該
市
町
村
で

発
行
さ
れ
る
市
町
村
民
税
課
税
証
明
書
、

所
得
証
明
書
な
ど
の
直
近
１
年
分
の
所
得

が
分
か
る
も
の
と
、
納
税
証
明
書
も
合
わ

せ
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

	・�

町
営
住
宅
に
申
し
込
み
の
際
は
、
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
ま
た
は
通
知
カ
ー
ド

を
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。

選
考
方
法

・ 

申
込
者
多
数
の
と
き
は
、
住
宅
困
窮
度

の
高
い
人
か
ら
入
居
決
定
し
、
困
窮
度

が
同
じ
場
合
は
抽
選
と
し
ま
す
。

※
住
宅
の
情
報
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も

公
開
し
て
い
ま
す
。
申
込
用
紙
も
ダ
ウ   

ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

�http
://w

w
w
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w
n
.o
u
m
u
.

hokkaido.jp/
※
住
宅
使
用
料
の
お
支
払
い
に
は
、
安
心

便
利
な
口
座
振
替
が
利
用
で
き
ま
す
。

応
募
締
切

新
規

10
月
15
日
㈪

継
続

随
時
受
付

※�

問
い
合
わ
せ
時
に
募
集
を
終
了
し
て
い

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

問
税
財
管
理
課
管
財
係

末広一区団地

旭日団地

そ
の
他

北
海
道
最
低
賃
金
の
改
定

北
海
道
内
で
事
業
を
営
む
使
用
者
お
よ

び
そ
の
事
業
場
で
働
く
す
べ
て
の
労
働
者

（
臨
時
、
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
、
ア
ル
バ
イ

ト
な
ど
を
含
む
。）
に
適
用
さ
れ
る
北
海

道
最
低
賃
金
が
次
の
と
お
り
改
定
さ
れ
ま

し
た
。

時
間
額

８
３
５
円

効
力
発
生
日

10
月
１
日
㈪

※
最
低
賃
金
に
は
、
精
皆
勤
手
当
、
通
勤

手
当
、
家
族
手
当
、
臨
時
に
支
払
わ
れ

る
賃
金
お
よ
び
時
間
外
等
割
増
賃
金
は

算
入
さ
れ
ま
せ
ん
。

※
事
業
を
営
む
使
用
者
お
よ
び
そ
の
事
業

場
が
最
低
賃
金
額
以
上
の
賃
金
を
支
払

わ
な
い
場
合
は
、
最
低
賃
金
法
違
反
と

し
て
処
罰
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

問
名
寄
労
働
基
準
監
督
署

☎
０
１
６
５
４
‐
２
‐
3
１
８
６

雄
武
町
長
杯
少
年
野
球
大
会
の
開
催

西
紋
別
地
区
の
少
年
野
球
の
普
及
お
よ

び
少
年
野
球
を
と
お
し
、
児
童
の
健
全
な

精
神
を
育
む
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
雄
武

町
長
杯
少
年
野
球
大
会
を
開
催
し
ま
す
の

で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

日
時

10
月
８
日
㈪

８
時
30
分
～

場
所

雄
武
町

農
村
広
場

問
総
務
課
庶
務
係

11
月
上
旬
に
予
定
し
て
い
ま
す
の
で
、
船

内
の
見
学
を
希
望
さ
れ
る
人
は
、
紋
別
海

上
保
安
部
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で
後
日

広
報
す
る
、
一
般
公
開
の
実
施
日
時
な
ど

を
確
認
く
だ
さ
い
。

問
紋
別
海
上
保
安
部

☎
０
１
５
８
‐
２
３
‐
０
１
１
８

「－」は比率が生じないことを表す。（括弧内は前年
度数値）
雄武町は実質赤字、連結実質赤字、将来負担比率が発
生しないため、それぞれの比率は算定されませんが、
比率が早期健全化基準を上回ると、状態が良くないこ
とを表し、財政再生基準を上回ると、深刻な状況であ
ることを表します。
※雄武町公式ホームページにも掲載しています。

問財務企画課財政係

大
規
模
な
土
地
取
引
に
は
届
出
を

土
地
の
売
買
・
交
換
・
営
業
譲
渡
な
ど
、

大
規
模
な
面
積
の
土
地
取
引
に
係
る
契
約

を
締
結
し
た
場
合
に
は
、
役
場
を
通
じ
て

北
海
道
に
届
け
出
が
必
要
で
す
。

町
で
は
取
引
面
積
が
、
都
市
計
画
区
域
で

５
千
㎡
以
上
、
そ
の
他
の
区
域
で
１
万
㎡
以

上
の
場
合
に
届
け
出
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

届
出
者

土
地
の
権
利
取
得
者

※
売
買
で
あ
れ
ば
買
い
主

届
出
期
限
契
約
締
結
日
を
含
め
２
週
間
以

内届
出
事
項

・
契
約
当
事
者
の
氏
名
・
住
所
な
ど

・
契
約
締
結
年
月
日

・
土
地
の
所
在
・
面
積

・
権
利
の
種
別
・
内
容

・
取
得
し
た
土
地
の
利
用
目
的

・
土
地
対
価
の
額

提
出
書
類

・
届
出
書
（
窓
口
備
え
付
け
）

・
土
地
取
引
に
係
る
契
約
書
の
写
し
、
ま

た
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
類

・
土
地
位
置
図
（
５
万
分
の
１
以
上
の
地

形
図
）

・
土
地
お
よ
び
付
近
の
状
況
を
明
ら
か
に

し
た
５
千
分
の
１
以
上
の
図
面
、
土
地

の
形
状
を
明
ら
か
に
し
た
図
面

・
そ
の
他
（
委
任
状
な
ど
）

問
財
務
企
画
課
企
画
調
整
係


